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第４５回原子力委員会定例会議議事録 

 

１．日  時  ２００８年１１月４日（火）１０：３０～１１：３０ 

 

２．場  所  中央合同庁舎４号館１０階 １０１５会議室 

 

３．出 席 者  原子力委員会 

近藤委員長、田中委員長代理、松田委員、広瀬委員、伊藤委員 

        第１６回環太平洋原子力会議 技術プログラム委員会 

         澤田幹事 

        日本原子力産業協会 

         濱地リーダー 

        内閣府 

         土橋参事官 

 

４．議  題 

 （１）第１６回環太平洋原子力会議（１６ＰＢＮＣ）について（日本原子力学会・日本原子

力産業協会） 

 （２）エネルギーに関する意識調査について（日本原子力産業協会） 

 （３）その他 

 

５．配付資料 

  （ １ ）「第１６回環太平洋原子力会議（１６ＰＢＮＣ）」の開催報告 

  （ ２ ）エネルギーに関する意識調査 

  （ ３ ）原子力委員会 研究開発専門部会（第５回）の開催について 

（ ４ ）原子力委員会 研究開発専門部会 分離変換技術検討会（第３回）の開催に

ついて 

（ ５ ）原子力委員会 政策評価部会（第２７回）の開催について 
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６．審議事項 

（近藤委員長）おはようございます。第４５回の定例会議を始めさせていただきます。 

  今日の議題は、一つ目が、第１６回環太平洋原子力会議について、原子力学会、原子力産

業協会からお話をいただきます。二つ目が、エネルギーに関する意識調査について、これは

日本原子力産業協会のほうからお話いただきます。三つ目、その他となってます。よろしく

お願いいたします。 

  それでは、最初の議題から、事務局、お願いいたします。 

 

 （１）第１６回環太平洋原子力会議（１６ＰＢＮＣ）について（日本原子力学会・日本原子

力産業協会） 

 

（土橋参事官）それでは、最初の議題につきまして、環太平洋原子力会議の技術プログラム委

員会、澤田幹事は三菱重工の原子炉安全技術部の担当部長をされてございまして、澤田幹事

から御説明を頂きたいと思います。よろしくお願いいたします。 

（澤田幹事）澤田でございます。去る１０月１３日から１８日にかけまして、青森市で行われ

ました第１６回環太平洋原子力会議（１６ＰＢＮＣ）の状況について御報告させていただき

ます。 

  ＰＢＮＣと申しますのは、環太平洋原子力協議会（ＰＮＣ）の下に設けられている国際会

議でございまして、１ページの頭にございますとおり、ＰＮＣは環太平洋地域における原子

力科学技術その他情報交換を目的として、米国原子力学会（ＡＮＳ）の主唱により開かれる

ようになったもので、日本、米国、カナダ、韓国、中国、台湾、ロシア、ブラジル、メキシ

コ、オーストラリア、インドネシアの原子力学会からなっております。それからこの集まり

の一つの特徴は、学会だけではなくて産業団体からなる協会等が加盟しているということで

ございまして、日本は日本原子力学会と日本原子力産業協会がメンバーになっております。 

  環太平洋原子力会議（ＰＢＮＣ）は、１９７６年にホノルルで第１回が開催された後、各

国持ち回りでほぼ２年ごとに開催されております。これまで日本では第２回に東京、それか

ら第１０回に神戸で開催しておりまして、昨年はオーストラリアのシドニーで開催されてお

りまして、次回は２０１０年、メキシコで開催する予定となっております。 

  では、次のページにまいりまして、１６回の主なＰＢＮＣの結果（集計）でございます。

参加国が１８カ国、参加者はスタッフを除きまして８００人ということで、大勢集まってい
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ただくことができました。レセプションには約４５０人、開会式に４００人、バンケット１

４０人ぐらいの参加がございました。 

  開会式では、そこに書いてございますＰＮＣの会長ほか、青森県知事、それから文部科学

省、経済産業省からも御挨拶いただき、地元の関係首長にも御参加いただき、近藤委員長か

らも歓迎の講演を頂いております。 

  イベントもいろいろやっておりまして、それを合計しますと約２５０人が参加いただいて

おります。論文につきましては。プレナリーが１３編、キーノートが３６編、テクニカルで

３５９編の論文発表となっておりまして。会場は大きな青森市文化会館のメインホールのほ

かに１０の会議室を使って、プレナリー以外はすべて平行セッションで発表をしております。 

  次のページへまいりまして、プレナリーセッション。主なテーマでございますが「（１）

が持続可能な原子力の将来に向けた環太平洋協力」ということで、ＰＮＣ参加国・地域とい

うことで、ＤＯＥや韓国、ＩＡＥＡ、中国、カナダ、オーストラリア、日本、韓国のほかに、

メキシコ、ラテンアメリカあるいはタイ、ベトナムといったところからも現状の報告がござ

いました。 

  キーノートセッションにつきまして、８テーマ、１２セッション、３６講演ということで、

非常に幅広く種々の分野の発表がございまして、詳細につきましては３ページから６ページ

まで書いてございます。印象に残ったものを御報告いたしますと。 

  プレナリーで米国エネルギー省（ＤＯＥ）のスパージョンの代理でリソースキーが発表し

ましたが、ＤＯＥの諸計画の説明がございましたけれども、その中で特に強調しておりまし

たのは、発電だけではなくて水素製造等原子力の水素を輸送に使うことが温暖化対策として

重要だということでした。 

  同じく、プレナリーで韓国水力原子力電力（ＫＨＮＰ）のパク副社長からの発表では、２

０３０年に韓国では電力に占める原子力の割合を２６％から４１％まで増やすという意欲的

な計画が発表されております。 

  それから、プレナリーの２日目ではＣＡＮＤＵについての話がございまして、カナダでは

チームＣＡＮＤＵとして日本も含めたＣＡＮＤＵの開発新体制を並行してさらに力を入れよ

うとしているという話がございました。 

  一方、ＰＮＣ会長のハーディーからは、２年前オーストラリアでＰＢＮＣが開催されたと

きは、当時の大統領の考えもあって原子力をこれからやるという雰囲気がかなり強かったの

ですが、現時点ではオーストラリア政府には原子力発電を進める考えはないということをは
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っきりと述べておられました。 

  それから、キーノートでは、ヤンヤンフォア教授から、中国が今後の炉型のベースとして

ウェスティングハウスのＡＰ１０００を選定したと。これに向けて国内の開発体制も大幅に

変更して一つに統一しているというかなりはっきりした発言がございまして、ウェスティン

グハウスを選んだ理由は、技術移転に同意したことが大きな理由になっているという説明が

ございました。 

  以上が幾つかキーノートやプレナリーでの発表で私が個人的に関心を持った発言を紹介さ

せていただきました。 

  トータルでは、７ページ目にございますように、各分野にかなりの数の発表がございまし

て、それぞれ活発な情報交換が行われたと理解しております。 

  非常に雑駁ではございますが、以上でございます。 

（近藤委員長）ありがとうございました。 

  それでは、質疑をお願いします。 

  松田委員。 

（松田委員）１８カ国・地域から、参加者がいらしたということですけれども、一番多かった

参加国はもちろん日本だと思うのですが、ほかの国も大体同じぐらいなのか。それから、台

湾も参加なさっているのがとても新鮮な感じがしましたが、何名ぐらい参加されたのか。 

（澤田幹事）正確には覚えておりませんけれども、小さなところは１名だけというところが結

構ございます。台湾は１０人弱ぐらいだったと思います。ＰＮＣでは中国とも議論をして、

台湾にある原子力学会もメンバーとして受け入れることにしてからです。 

（近藤委員長）普通は、参加者の国別一覧などを作るのだけれども、作らなかったのですね。 

  はい、伊藤委員。 

（伊藤委員）大変大勢の参加があって盛会だったと思います。具体的にお伺いしたいのが２点

ほどあります。２ページのキーノートセッションで、（７）の原子力教育と（８）の国際協

力について。原子力教育については、これ今原子力ルネッサンスあるいは地球温暖化、エネ

ルギー安全保障という観点で世界的に原子力が期待されているということで、先ほども韓国

も２６基を４１基にする、あるいは中国で具体的に建設があるという話が出ているわけです。 

  そういう中で一方、先進国にあってはしばらく建設が途絶えていたということ、それから

発展途上国はこれから大量にということで、技術の伝承あるいは新たに人材を育成するとい

うのが世界的に非常に大きな関心になっている。各国の政府もそれぞれ役割を作って、日本
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も人材育成でいろいろな部分をもっているわけです。この辺について何か新しい議論があっ

たのかという話が一つ。 

  それから、（８）の国際協力、これもさっきのような背景の中で、特にこれから原子力を

精力的に受け入れて作っていきたいという発展途上国に対して、安全やセキュリティー、セ

ーフガードを確実にやって行かねばということでＩＡＥＡはそのための指針、マイルストー

ンと言ってますが、を用意し、又ＲＣＡやＦＮＣＡなどの枠組みもあるわけですが、これ以

外にこの環太平洋として何かやっていこうという話があったのか。あるいはこの中をもう少

し強化しようとか、何か新しいアイデアを盛り込むとかどんな議論があったのか、その辺を

教えて頂ければ。 

（澤田幹事）申しわけありませんけれども、（７）と（８）、たまたま私聞いておりませんで。

申しわけございません。 

（伊藤委員）特別意地悪したというわけではありません。（笑） 

（澤田幹事）キーノートはほかの１０のセッションとパラでやっておりますので、たまたまこ

れを聞いておりませんでした。原子力教育に関しまして、これはＰＢＮＣの前の週に東京大

学のグローバルＣＯＥでバークレー大学とそれから中国の清華大学等の先生方を呼んで原子

力教育のパネル討論をしております。アメリカでも中国でも原子力教育に力を入れて、いい

学生が最近集まるようになってきたという話はございます。ＰＢＮＣでの議論ではなくて申

しわけないのですけれども。 

（近藤委員長）広瀬委員。 

（広瀬委員）これを見ますと、プレナリーは各国がそれぞれの事情を説明しているところがあ

るみたいなのですが、その後のキーノートを見ますと、報告といいますか中を見ますとほと

んど全部原子力の先進国ばっかりですよね。一応学会ということになると、個人参加も多分

あると思います。その場合に、例えばこれから原子力を導入しようという国の中で、優秀な

研究者が個人で発表したとか、そういうことは全然ないのでしょうか。つまり、ほとんどみ

んな原子力の既に発電を持っていて、先進的な国が逆にこれから導入するというところを教

えるという色彩が強いものなのでしょうか。 

（澤田幹事）プレナリーとキーノートにつきましてはこちらからかなり意図的にお願いしたと

ころがございますが、技術セッションにつきましては全く自由に申し込んでいただいて発表

していただいております。したがいまして、技術セッションはこれから原子力をやろうとい

うような国の方も論文を出されているケースがございます。ただ、数は非常に少ない。と申
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しますのは、そういう国はなかなか出張旅費、参加費を工面するのが大変という国もござい

まして、先進国に比べるともともと研究のレベルもそれほど高くないということもありまし

て、発表数は多くはありませんが、ないわけではございません。 

（広瀬委員）そういう途上国の人に対して、例えば資金的に援助するとかそういうことも行っ

ているのですか。 

（澤田幹事）１６ＰＢＮＣでは、特にアジア途上国からの参加者への資金援助を目的にＩＡＥ

Ａに支援を要請し、ＩＡＥＡの協力を得ています。 

（近藤委員長）ほかに。 

 田中委員。 

（田中委員長代理）日本含めて各国が安全規制の話ですけれども。大事なことは、こういう特

に環太平洋つけてたくさんのいろいろな方に途上国含めて原子力発電というのはできている

わけで、そういったトータルな意味で国際的な視点からこういった議論がなされたのか、単

に各国の発表がなされたたけにとどまったのか、どういう議論。 

（澤田幹事）若干米国規制委員会（ＮＲＣ）のボーチャルなどからは、共通の審査基準のよう

な話もございました。あとの方からはほとんどそれぞれの組織のあるいは国の規制の現状な

り考え方なりの紹介でした。ヤンヤンフォア上海交通大学の先生からは、先ほど申し上げた

ような、規制そのものよりは中国の原子力開発全体のお話がありました。ここで発表された

方の議論を総括すると、太平洋区域で規定を統一するという議論につながる発表ではござい

ませんでした。 

（近藤委員長）ほかに。よろしいですか。 

  それでは、これで質疑を終わります。 

  澤田さんには、お忙しいところお越しいただきましてありがとうございました。 

  次の議題、お願いします。 

 

 （２）エネルギーに関する意識調査について（日本原子力産業協会） 

 

（土橋参事官）二つ目の議題、原産協会が最近行ったエネルギーに関する意識調査の結果につ

いて原産協会政策推進部の濱地リーダーより御説明いただきます。よろしくお願いします。 

（濱地リーダー）原産協会の濱地です。よろしくお願いいたします。座ってやらせていただき

ます。 
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  資料を御覧ください。右下にパワーポイントの形でまとめてございます。１ページ目に題

が書いてあります。９月下旬、エネルギーに関する意識調査を実施いたしました。 

  ２ページ目、調査項目ですけれども、問１～問７、属性調査ということで、問８から内容

の調査でございます。原子力につきましては問１７、原子力の認知内容からずっと以下原子

力についての質問、問３１まででございます。問３２～問３４、居住環境について聞いてご

ざいます。 

  ３ページです。調査の目的ですけれども、人々の意識構造を把握し、原子力産業協会の政

策提言活動や対話活動のための基礎資料とすることが目的でございます。一昨年来、原産会

長が立地県の知事、サイト等を訪問して意見交換を実施しております。その基礎資料に今後

していきたいと思っております。そういう意味では立地サイトを意識した調査になっており

ます。 

  調査設計ですけれども、調査の地域は全国からです。調査方法はインターネット調査。対

象は男女１６歳～５９歳。有効回答数は２，２３５。人口構成比、母集団準拠でとりまして

２，２３５ですが、立地サイトを意識した調査ですのでこれでは人口構成比にすると相当少

なくなるということで、別途２６８のサンプルをとっております。協力ということで、関西

大学の社会学部に協力していただきました。調査期間は９月２５日～９月３０日でございま

す。 

  ４ページ、調査の概要ですけれども、回答実数２，２３５の内訳がそこに書いております。

１０代から５０代。右にまいりまして、回収構成比が書いてあります。その下が母集団構成

比。母集団構成比にあった回収をしていますということでございます。 

  点の囲いがある左のほうでございますけれども、回収実績２，２３５のうち原子力立地市

町村はたかだか１７でございました。これでは少ないということで、２２６を追加してとっ

たのですが、この中に４２という市町村以外のものが含まれていました。ちょっと複雑な書

き方がしてありますが、後ほど御報告する内容はその２，２３５の集団と立地サイト、立地

サイトの２４３を比較してございます。 

  それから、対象者の属性、５ページ、６ページでございますけれども、性別、男性若干少

ないですけれども、ほぼ５割ということです。未婚、既婚、あるいは６ページにいきますが、

最終学歴あるいは職業ということを聞いております。１０代で卒業になっているのはおかし

いじゃないかということですが、統計上１０代の大学生は在学中あるいは中退も含むという

ことで、表記上は卒業ということにしております。 
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  ７ページを御覧ください。これはマルチアンサー、幾つでも答えてくださいということで

す。インターネット調査でございますので、日ごろの情報源と聞いたところ、インターネッ

トが突出して多かったということでございます。その次はテレビ、新聞という順番になって

ございます。 

  それから、８ページＱ９でございますけれども、関心のある社会問題、１番が「食品の安

全性」、その次が「原油価格の高騰」、「地球温暖化の問題」という順番になっております。

エネルギー関係では、「エネルギーの安定供給」で１０番に入ってまいりました。「原子力

発電」については１７．７％ということで、エネルギー、原子力はかなり低いということが

いえるかと思います。 

  ９ページですけれども、これを年代別に見たものでございます。同じ質問をしております。

感心のある社会問題について年代で分けたということでございます。「年金・社会福祉」に

つきましては５０代が７６．５％ということで、５０代だけ見ればこれがトップになるとい

うことでございます。 

  続きまして、１０ページですけれども、この関心のある社会問題につきまして、先ほど言

いました原発サイト２４３と全国２，２３５を比較したものでございます。特色あるのは、

「原子力発電」について関心があると答えた立地サイトの人が４３．２％ということで、相

当差が出てきておるということでございます。 

  １１ページですけれども、これを今の質問を身近な問題はさて何だということを聞いたと

ころ、「食品の安全性」、「原油価格の高騰」、「年金・社会福祉」という順番になりまし

た。「地球温暖化の問題」は５番目ということで大分落ちるということです。さらに、「原

子力発電」については、先ほどの関心のある社会問題という聞き方では１７．７％だったの

ですが、身近な問題にしますと５．５％になります。 

  １２ページが立地サイトと全国で比較したものでございます。「原子力発電」について身

近な問題かどうかということで、立地サイトの人々に聞きますと、４０．７％ということで

ベスト３に入ってくると。「食品の安全性」、「原油価格の高騰」、「原子力発電」という

順番になります。 

  それから、１３ページですけれども、地球温暖化を重大問題と思う程度ですが、「そう思

う」、「どちらかといえばそう思う」をあわせた数字ですと、９０．８％、９割を超える人

が地球温暖化を重大な問題と見ております。 

  それでは、重大であるけれども、そのため行動しているかと聞いたのが１４ページでござ
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います。「行動している」と答えたのは５．６％ということで、まだ行動には至っていない

ということでございます。 

  １５ページですけれども、発電方法を選択する上で重要だと思うことということで、これ

は二つだけ選択してくださいということで聞いてみたものでございます。１番が「安全であ

ること」、２番目が「環境に影響を与えないこと」ということが回答されております。 

  １６ページですけれども、今後１０年に期待する原子力供給源ということで、これは三つ

だけ選んでくださいということで聞いております。「太陽光」、「風力」、「水力」という

ことで、「太陽光」が圧倒的に多い。しかも５０代になりますと９２％の人が「太陽光」を

選んでいるということでございます。「石炭」、「石油」の化石燃料は相当低いということ

でございます。 

  １７ページですけれども、これも立地サイトで比較したものでございます。立地サイト、

さすがに原子力が増えまして、４１．２％と高くなるということでございます。 

１８ページＱ１７ですけれども、ここからは原子力の認知内容について聞いてみました。

これは、原子力について知っている、あるいは聞いたことがあるかという項目も含まれます。

その結果ですけれども、「高レベル放射性廃棄物について」ということで、全国では５７．

４％の人が聞いたことがあるも含めて、６割近い方が聞いたことがあると答えておるという

ことです。サイトでは７２％になっています。高レベルは再処理よりも聞いたことがあると

いう回答になっております。相当の人が知っているのだなという印象を持っております。 

  それから、１９ページ、原子力発電について聞いております。Ｑ１８が分析の中心になり

ますので、しばらくＱ１８の質問を分析しております。１番にきたのは、「原発で大きな事

故が起こるかもしれないと心配である」、あるいは「原子力発電は怖い」、「原発のあり方

について市民も積極的に参加し考えるべきである」、というのがベスト３に入ったというこ

とでございます。 

  これも２０ページ、サイトと比較しますと、サイトは原子力を支持する発言に変わってき

ているということが分かるかと思います。２０ページの７番、「原発のあり方について市民

も積極的に参加して考えるべき」だと、７と１５とか６とか書いてありますけれども、これ

は便宜上の事務局用の質問番号でございまして、インターネット調査ですので回答者にはラ

ンダムで出しています。１番、２番と順番に出しているわけではなくて、フィルターがかか

らないように組み合わせ、ランダムに発信されているということです。 

  それを見ますと、９番の「今後も原子力発電は必要だ」というのを御覧ください。サイト
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では６２％、全国では５２％、ここからサイトと全国で大分違ってくるということでござい

ます。１１番の「原子力発電は公共の利益に貢献している」、地域では６３％の人がそう思

うと答えています。それから、１６番、「原子力発電には賛成である」、４４％地域では賛

成をしておるということです。 

  そういうことで、原子力については地域については相当支持を得られているなと、地域と

全国では差が出ていることが読み取れるかと思います。 

  それから２１ページですけれども、これを男女差で見たものでございます。９番の「今後

も原子力発電は必要だ」という質問に対して、男性では６３．７、女性では４１．７％とい

うことで、男女差がかなり明確に出てくるといえるかと思います。 

  ２２ページ、これも全国とサイトを比較したものでございます。原子力発電は現状より増

やすべきだということに対して、サイトでは有意な差があるということでございます。 

  次にいきますけれども、２３ページ、「原子力発電は公共の利益に貢献している」につい

てサイトでは、「そう思わない」というところを見てください、４．９％の人が「そう思わ

ない」というような回答で、６３．３％の人が公共の利益に貢献していると誇りを持ってい

るというのでしょうか、地域の特徴が出ております。 

  それから、２４ページ、これはニンビー（NIMBY：Not In My Back Yard(自分の裏庭に

はあって欲しくない)）の話ですけれども、居住地に原子力発電所の建設の賛否を聞いたと

ころ、やはりサイトでも「賛成」と答えた人は３７．１％いたのですけれども、やはり自分

の裏庭にはということで反対があるということでございます。 

  それから、Ｑ２０、２５ページですけれども、原子力発電や電力会社についてこれは聞い

ております。「原子力発電は行政や電力会社が市民を無視して進めている」とか、「電力会

社は自分たちの利益しか考えていない」という回答が出てまいりました。しかし、ここでは

一方では「どちらともいえない」が４割近くありまして、「わからない」も相当な数字が出

ておりまして、電力会社の顔も見えてない、全国では顔が見えてないのではないかというこ

ともいえるかと思います。 

  それから、同じ質問ですけれども、２６ページ、これも立地サイトで見たものですけれど

も、２番の「原子力関係者は組織としてまとまっている」という質問に対して、立地サイト、

２番のところですが、３３．７％、非原子力立地３３都府県では１６．７％ということで、

立地サイトで見ますと大分顔が見えてきているのかということが分かるかと思います。これ

は電力会社が個別訪問しているとか、後で申しますけれども、見学会を実施しているという
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ことが効いているのだろうと思います。 

  ７番の「電力会社は人々への思いやりをもっている」というのも２３％、あるいは最後の

４番ですけれども、「私たちが原子力関係の意見・意思を表せる機会や場がある」というこ

とで２３．９％ということで立地サイトのほうは回答しております。 

  それから、先ほどの見学についてですが、２７ページを御覧ください。全体で見ますと見

学したことがあるという１７．７％の人は見学したことがあると答えております。１０代で

見ますと２０％、２割以上、あるいは４０代も２割以上ということで、相当の方が５人に１

人も見学している。 

  右の表を見てください。泊原子力発電所、１９９７年、２４万人見学しております。最近

ちょっと落ちてきたのですが、２００７年、１１万人の見学者がいるということです。玄海

は２０００年、４０万人も見学しております。これは結婚式場とかいうところも、結婚式も

できるかなり大きなフィールドも作ったということで、私も行っておりませんのでよく分か

りませんけれども、４０万人も見学された方がいると。２００７年には２２万人。柏崎刈羽、

テロの前には１０万人以上見学者がいたということです。最近、地震もあり、また１０万人

に盛り返してきたということです。 

  大ざっぱに計算しますと１７サイトで１０万人は平均していっているのではないか。２０

年サイトがあるとすると、３，４００万人ぐらいが行っているはずだから、１億３，０００

万人の国民で割るとなんと２６％の人が多分見学しているだろうということで、このデータ

はそんなにゆがんだ数字ではないなと自負しております。 

  それから、原子力立地サイトについて特に出しておりますが、５割の人がもう既に見学し

たと回答しております。 

  次からは２８ページ、国・政府についての意見についてですけれども。これも「どちらと

もいえない」ということで４割近くあるのですが、「一般市民には政府のすることに対して

左右する力はない」とか、あるいは「政府は原子力発電の運転を停止させる権限を持ってい

る」というのが、ここは思ったよりも少なかったという数字が出ております。 

  それから赤で囲っています、「原子力発電に関して、政府が公開する情報は信用できる」、

「そう思う」が１．１％と、これもかなり低い数字です。逆に「そう思わない」は２０％も

いたということでございます。国の顔がちょっと見えてないのかなという気はしております。 

  ２９ページですけれども、同じ質問をサイトと全国で見たものでございます。サイトで見

れば、３番ですけれども、「原子力発電に関して政府が公開する情報は信用できる」という
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ことで、サイトのほうにいきますと１４％ということで大分上がってくるということはいえ

るかと思います。 

  ３０ページの原子力発電の運転を停止させる権限を持っている、政府は権限を持っている

に対しても、サイトのほうでは上がるんですけれども、意外と「そう思わない」、「あまり

そう思わない」というのも結構いるということでございます。 

  それから、３１ページ、地方自治体、立地県はではどうなのかと。先ほどまでの質問、全

く同じ質問ですけれども、県はどうなのかと聞いたものがＱ２３でございます。同じような

傾向が見られるのですけれども、「県が公開する情報は信用できる」ということで、３％で

すけれども、そう思うという回答が得られております。県の顔のほうがやはり身近なのか、

顔が見えてきているのかなという気はいたします。 

  それから、３２ページ、トラブル時の報道について、報道関係についても聞いてみました。

「マスコミの報道は不安をあおっている」ということで、「そう思う」、「ややそう思う」

を合わせますと６割ということです。それから、最後の「マスコミの報道は正確だ」に対し

て、「そう思わない」、「余りそう思わない」と答えた人が６割を超えております。皆さん

もやや斜めに情報、報道を見ているのかなということがいえるかと思います。 

  ３３ページ、これ立地県と比較したものですが、さほど差がありませんので、これは飛ば

していきます。 

  ３４ページ、高レベル放射性廃棄物処分が必要かという質問でございます。「必要だ」と

答えたのは５５％、全国で５５％ということでございます。むしろ「そう思わない」と答え

た人は、「どちらかといえばそう思わない」も含めて１４．３％で、これは、先ほどＱ１８

の中に、「今後も原子力発電は必要だ」という人と非常に似通った傾向を示しております。

これももう少し分析してみたいと思います。「原子力発電が必要だ」と思っている人が「高

レベル放射性廃棄物処分場も必要だ」と答えているのか、全く違う人が偶然答えた数字が合

致しただけなのか、ちょっとこれは因果関係も含めて分析したい。パス図を書いてみたいと

思っております。 

  つまり、「原子力発電が必要だ」と思った人がかなりのパーセントで「高レベル放射性廃

棄物が必要だ」と思っているのであれば、原子力発電の必要性をまず認識してもらうことが

重要であるのではないかと考えます。また、その必要性の背後にひそむ因子についても分析

してみたいと思っております。 

  それから、３５ページ、これもNIMBYの話、居住地への高レベル放射性廃棄物の処分場の
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賛否ですけれども、「賛成」というのは圧倒的に少ない。裏庭には嫌ですよという答えです

ね。特に３０代、４０代、このあたりが３０代であれば反対が３７．８％とかなり高いとい

うことで、これももう少し分析してみたいと考えております。 

  それから、最後になりますが、３６ページ、高レベル放射性廃棄物場について知りたい内

容についてですけれども「放射性廃棄物の安全対策」、それから「廃棄物処分による放射線

（能）の環境・人体への影響」ということで、安全性について多くの人が懸念をしていると

いえるかと思います。 

  本日１次集計的な、あるいは地域でも分析、年齢でも分析しておりますけれども、因果関

係も含めて、関西大学に協力していただき、一部分析を進めていきたいと思っております。 

  原産協会といたしましては、引き続き来年度もこの調査の経年変化を見ていきたいと思っ

ておりますとともに、原子力に関して大きな変化、原子力界に関して大きな変化、動きがあ

った場合はインターネットというメリットを生かしたタイムリーな調査も今後実施していき

たいと考えております。 

  以上でございます。 

（近藤委員長）どうもありがとうございました。 

  それでは、御質疑をお願いしますが、これは議論の前提になる点と思いますので、私から、

最初に、インターネット調査の結果は、従来の面接調査、留め置き調査、ＲＤＤと同じコン

セプトに整理できるのですか。たとえば、統計学的に合理性のあるサンプリングがなされて

いるとして理解していいのですか。 

（濱地リーダー）サンプリングは原産でもどういう調査をするか悩みました。従来ですと層化

二段無作為抽出ということで、市町村が持っている住民票を閲覧して、そこから選んでとい

う手段が一般的ですけれども、それが非常に困難になってきたということで、インターネッ

ト調査にするか電話調査にするか、あるいは層化二段等を選んで、例えば仙台市を選んで駅

から中心に右回りで何名とか、あるいは小さな町を選んでそこからも選んでということも考

えてみました。インターネット調査ですが、まずコスト的に非常にメリットがあるというこ

とでございます。それから、インターネット調査会社というのは今やもうウェブで調べます

と１０や２０や３０ぐらい簡単に出てくるほどポピュラーになっている。私どもが使ったイ

ンターネット調査会社も既に８０万人の登録がある。毎月１万人以上の人がさらに追加で登

録されて、間もなく１００万になると。母集団としてもかなりしっかりしているということ。

また、実際にインターネット調査の結果と先ほど言った層化二段無作為抽出を比較した表も
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ございます。それらを比較したところ、特段有意な差はない。ただし、先ほど言いましたよ

うに、情報源はどこからと聞きますと、インターネットだと答えるような特殊なところもあ

るのですが、傾向としては十分インターネット調査で傾向が見れるということ。しかも、母

集団が相当とれる、時間的にも早く集計ができるというこれらのメリットを考えてインター

ネット調査を選んだ次第でございます。 

  ちなみに、この業界、社団法人があるようなのですけれども、正確には覚えておりません

けれども、２０２０年近くになるとインターネット調査が他の調査方法を押さえ、最も利用

される調査方法になるであろうという見通しをだしています。政府関係でも一部はインター

ネット調査、内閣府さんでもやられておると思いますけれども、実績があるということでご

ざいます。 

（近藤委員長）母集団が成人人口でなければ、それは世論調査とはいえないでしょう。サンプ

リング手続きに対応させていえば、おそらく、その８０万を一段サンプリングの結果として

位置づけているのでしょうが、そこにバイアスがありますからね。 

（広瀬委員）登録制なのですか。 

（濱地リーダー）登録制ですね。 

（近藤委員長）だから、そこで無作為性が失われている。分かりました。 

（伊藤委員）たくさん質問あるのですけれども、全部とても聞ききれない、これからいろいろ

分析も必要だと思うのです。まず、今のインターネット調査で思うのですけれども、これの

最初の１０代、２０代、５０代、情報源は何か、これみんなインターネットと。これインタ

ーネットでやっているから当然そういうことになるので。これの特殊性といいますかね、イ

ンターネットで大体４０代、特に５０代とありますが、私の知る限りはね、立地地域でイン

ターネットやっている人というのは極めて少ない。したがって、このインターネット調査と

そうじゃない調査の分析をよくまずやった上で、その中身の意味合いを考えないといけない

のではないでしょうか。で、見事にこれ年代別にそろっちゃっているという、インターネッ

トでやったがゆえの結果じゃないのかなと思います。 

  ７ページですね、日頃の情報源が何か、インターネットで調査すればインターネットがほ

とんどだというのは当たり前の話で、余り意味がないことかなという気もします。であるか

らインターネットを利用しているということなのだと思います。 

  それはそれで置いておいて。ちょっといろいろな分析が必要だと思うのは、例えば原子力

発電、さっき見学で２６％の国民が見学しているというわけですよね。そして、これ見学の
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中身というのは何だろうかと思うんだけれど、あの数聞いてみるとどうもＰＲ館だけを見た

ということだろうと思います。 

  それと、例えば「原子力安全は怖い」と思うか、怖いと思わないかというのが１９ページ、

この結果を見ますとね、大きな事故があるかもしれない、心配である。ややそう思うも含め

ると５割以上、あるいは怖い、これも５割以上ですね。そうすると、見て怖くなっちゃった

のか、こういうことなのか。いや、そうじゃないのかという話と。 

  それから、原子力発電について必要か必要じゃないかというのがどこかにありましたね。

３４ページですね。これは高レベル廃棄物の処分場が必要と思うか、「どちらかいえばそう

思わない」。この思わない理由は何ですかとか。原子力発電はどちらかといえば必要ない、

必要とは思わないという人たちは一体何でそう思っているのか。地球温暖化に関心があるか

というと、相当な割合が地球温暖化に関心がある。一方、原子力発電はそれとの関連で社会

問題として関心があるかというと余り関心がない。しかし、怖いかというと怖い。必要であ

るかというとそう思わない。この辺の関係が、必要である人が何故かという分析も必要だと

思うんだけれども、必要じゃない、どちらかといえばいらない、何故だろうかというそこの

ところの分析もこれからよくやっていきながら、そこにどうアウトリーチしていくかという

ことが非常に大事な話かなと。 

  たくさん聞きたいことあるし、自分でも見ていろいろなことが思い浮かぶのですが。その

ぐらいのことを。 

（近藤委員長）アンケートの分析が進めば、あるいはそのようなことについて示唆が得られる

のかもしれないけれども、この程度の設問からなるアンケートでは悲観的ですね。私、むか

し伊藤さんのような疑問に答えをえるべく、アンケートを設計してみたことがありますが、

世論調査会社にそんな重たいアンケートにはとてもだれも答えてくれないといわれてしまい、

ゴミ箱いきになりました。それはともかく、今日は結果に対する質問だけしてください。

（伊藤委員）分かりつつ。 

（近藤委員長）せめてクロス集計の結果ぐらいは出ていると思ったけれども、まだそこまでも

いってないのですから、 

（伊藤委員）だから、分析が必要だと。今答えを求めているわけじゃないです。そういう分析

をこれから必要だと。 

（近藤委員長）ありがとうございました。 

  松田委員。 
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（松田委員）データベースのとり方ですけれども、インターネットでお願いする際に、回答者

の分布が、１０代、２０代、３０代、とバランスよく集まっていますよね、１０代を除いて

は。これは何か秘密があるのですか。 

（濱地リーダー）バランスよくといいますか、母集団準拠ということで、４ページを御覧くだ

さい。 

（松田委員）はい、見ています。 

（濱地リーダー）４ページの母集団構成比ですが、北海道１０代では０．３％を占めますよと。

北海道２０代では０．８％を占めますよということで、この比率でとってください、母集団

準拠でとってくださいといったものですから、バランスよくという意味はそういう理解でよ

ろしいでしょうか、この比率に応じてとってもらったということです。 

（松田委員）そんなにうまくインターネットの方たちから回答が来るのですか。 

（広瀬委員）そういうふうに選ぶということです。 

（松田委員）選ぶの。大丈夫なのね。 

（濱地リーダー）大丈夫です。 

（広瀬委員）最初からバランスよく相手を選ぶということでしょう。 

（濱地リーダー）もう満杯というかそのパーセントを超えたらそこで切るということです。 

（松田委員）なるほど。 

（広瀬委員）回収１００％というのは。 

（濱地リーダー）契約上は２，０００をとってくれということでやりました。結果的には２，

２００以上とれたので、それだったらそれを結果に反映してくれということで２，２３５に

なったわけですけれども。時間をおいておけばどんどん回答数は増えますので、回収率とい

う表現がちょっと、そういう意味では２，０００と設定したときにもうできましたというこ

とになります、１００％回収できましたということになります。 

（広瀬委員）それを１００％と言って良いのでしょうか。 

（近藤委員長）契約数までのレスポンスを手に入れたということでしょう。それを回収とはい

わないと思いますがね。ランダムサンプリングでやって、例えば答えたくないというか参加

したくないという人の数もそれなりに意味ある情報として考えるのが世論調査ですが、これ

はブログみたいにあがってきた声を２，０００までとることにしていたところ、終了合図が

届かないうちにこれを越えたというわけでしょう。だから、回収率１００％というが、それ

には意味がない。 
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（広瀬委員）全くないですね。 

（伊藤委員）そこまで達したところで終わりにしたと。 

（広瀬委員）むしろ回答を拒否した人というのが当然いるはずで、そういうのを含めて回収率

は出さないとまずいと思うんですよ。１００％なんていうのは全然意味がないですよね。だ

から、この母集団が８０万とすると、先に年齢とか地域でそこから抽出するのですね。 

（濱地リーダー）例えば先生方が会員であれば、先生方にボンと出してしまいます。 

（広瀬委員）全員に出すのですか。 

（濱地リーダー）全員に出すのです、８０万人に出す。(注） 

（広瀬委員）じゃあやはり回収率はあるでしょう。答えてこない人がいっぱいいるでしょうか

ら。 

（近藤委員長）全員に出して、関心のある人がどんどん答えてくる、これを地域別に見ていて

割合を超えたら、この地域はおしまいとしつつ２０００という契約数で作業を終えるべく管

理していたのだけれども少し越えたといっておられる。これは早いもの順というアンケート

調査だと。そういうビジネスがあるのだから、その方式に対する批判をここでしてもしょう

がないので、結果は使いようということでしょう。 

（広瀬委員）いえいえ。だから、答えなかった人の比率を出してもらったほうが。 

（濱地リーダー）そこはちょっと分かりません。 

（広瀬委員）やればいいのに。 

（伊藤委員）逆に言うと、そういう手法の調査だということを踏まえて、この結果をよく分析、

評価する必要があると、こういうことですよね。 

（広瀬委員）そうですね。 

（近藤委員長）多分、数を限定して送ってといるわけじゃなく、答えの受付締切に数を使って

いるので、回答拒否はカウントしようがないでしょう。 

（濱地リーダー）限定しておりません。事前に登録された中でも６０代の人はいます。ここで

は６０代の人は入れておりませんので、それは外して発信してくれているとは思います。 

（広瀬委員）でも、例えばそれを１カ月たったときに回収率として何％が答えて何％は答えて

こなかったとかというのは出せるのではないでしょうか。 

（近藤委員長）８０万分の２，０００。 

                         
(注）今回の調査は、「サンプルが集まり次第締め切る」ことはせず、各年代の回収率を考慮の

上、必要数がとれるように、多めに配信する方式をとっている。（郵送調査と同じ考え方） 
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（広瀬委員）じゃなくて、２，０００ということ自体が既に、だから、２，０００をとるとい

うことが、だって、コンピュータで計算するのは８０万人のうち例えば３万人が答えました

というのは簡単に出ますよ。 

（伊藤委員）いや、８０万人の母集団で、その中からサンプリングして実際にメール、これメ

ールでしょう。メール出しているのは８０万通じゃないですよね。 

（濱地リーダー）８０万通出していると思います。ただ、６０代の人は除くとか。 

（伊藤委員）母集団全部ですか。普通サンプリングというのは母集団を８０万人とすると、そ

の中でランダムサンプリングしてというところだけれども、これは違うのですか。 

（近藤委員長）繰り返しますが、ここではそういう方法論による結果だとしてとお聞きするし

かないのでは。 

（広瀬委員）でも、違う方法論でやったらどうですかという将来への提案です。 

（濱地リーダー）増やすのはやぶさかではないというか、コストにかかってきます。謝礼が出

ますので。それは３，０００しろとか１万出せといわれたらちょっと、２，０００にさせて

くださいと。 

（近藤委員長）ブログ風ですよね。関心がある人はどんどん答えていくという。 

（伊藤委員）やり方を考えないと、この結果を見るのにね。 

（広瀬委員）そうですね。 

（近藤委員長）だから、普通のアンケート調査と大分違いますよと思ったほうがいいですよ。 

  ほかに。田中委員。 

（田中委員長代理）いろいろサンプリングの仕方は議論があるようですけれども、２８、２９

ページどちらでも赤線で囲んでありますけれども、これ政府が信用されてないし、誠実でな

いというところが、やはりその次に何か問題があるのかなという印象を持ちます。では、ど

うやったら信用してもらえるようになるのかというところを今後大きな課題じゃないかと思

うんです。一所懸命に宣伝や説明をいろいろやっているのだけれども、それでなおこれぐら

いであると。しかも立地のところ、立地よりや立地でないところが、立地のほうが若干高い

といったってこれもう五十歩百歩みたいに低いですよね。ですから、そういうところをよく

分析していかないといけないなと、これは大きな課題かなと。安全委員会、保安院、いろい

ろあっても、発信力がないということになっちゃうので。よく分析したらまた教えていただ

きたい。 

（濱地リーダー）はい。 
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（近藤委員長）普段のニュース記事に対する意見の書き込みブログを読んでいる経験からかっ

てに思っているところを申し上げれば、インターネットのブログソサイエティは、クリティ

カルな意見の持ち主が多いというか、少なくとも発言者の集まりといえるところと思います。

この結果は、そういう目で見るとうなずける意見分布になっていると思いました。明らかに

普通の方法による世論調査の結果とずれを感じます。 

（広瀬委員）インターネットのソサエティが反政府的というのも、かなり極端な見方だと思い

ますが。 

（伊藤委員）いや、だから、例えばこれはここから分析してみても、この結果だけでやってみ

ても恐らく推測とか何かにすぎない。これをもとにさらに第二弾をいろいろ考えてやってみ

るとかいうのは意味があると思うんですよね。お金がかかるから、でしょうけれどもね。例

えば２４ページなんか、原発立地２７市町村の人たちに、発電所建設計画に対してどうかと

いうと、どちらかといえば賛成まで含めても賛成の人は少数派になっちゃうんですよね。ど

ちらともいえないか反対のほうが多くなる。 

  それと、例えばさっき言った政府が信用できないというのとのリンクするのか。あるいは

廃棄物の処分の問題、あるいは事業者が、大体信用もって組織として成り立っているかとい

うのにどういう意味があるかというのはよく分からない。 

  いずれにしても、何がどうリンクしているのかというのは分析してみないと、今後、どう

改善していけばいいのかというその行動につなげていくところに意味があると思うんです。

ぜひいろいろなことを考えて。決してこれけちつけるつもりはないのです。これはこれで１

つのデータだと思います。 

（近藤委員長）２０年後は大部分、インターネットを利用したアンケート調査になるとしても、

その結果が国民世論を反映したものになっているといえる工夫がなされると思いますよ。今

日の御説明を聞く限り、私としては、サンプリング調査といわれるコンセプトに当てはまら

ない調査をされたと理解をせざるを得ないのですけれども。私が聞き間違えたのかもしれな

いんだけれども。そこは非常に重要だと思うんです。 

（濱地リーダー）電話調査にしても、それに答える人というのは、昼間いる人だけ。、夜電話

かけてもいいのでしょうけれども、それに対応してもらえる人はフィルターかかるのではな

いかと思うのですね。時間があるとか昼間いるとか。そういう意味ででは今調査自体が、こ

ういった社会調査自体が冬の時代を迎えているというような表現します。このインターネッ

ト調査とこれまでの手法で「生活についての調査」を比較したものがありますが、さほど違
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いがないというのを確認しております。ここでちょっと特殊なところが出ておるにしても、

分析者がそれについて十分見ていけば、それなりの意味づけされた回答、あるいは答えが得

られるのではないかと理解しております。 

（近藤委員長）御承知のようにこの分野には専門家がいます。だから、これは専門家に聞いた

ほうがいい。餅は餅屋ですから、サンプリング調査の専門家がいますので、それにちゃんと

聞いて、バイアスとか誤差、その他様々な点に関する見解をその方にお聞きをしたほうがい

いと思います。 

（広瀬委員）関西大学は何したのですか。 

（濱地リーダー）関西大学とは、まず調査票を作る。設計するときに、原産事務局の我々が案

を出して、そこに意見を頂いた。もともと関西大学のほうには、共分散構造分析という分析

をお願いしたいと。必要性があって必要性の背後にあるものは何かというような分析をお願

いするということで今その分析が進行中です。 

（近藤委員長）共分散解析とおっしゃるけれども、その前提を満たしているデータかどうかの

吟味がないとね。 

（濱地リーダー）ただ、調査票にそれが反映されていますね、関西大学の意見が調査票に反映

され、それを…… 

（近藤委員長）それはクロスをとりやすい質問票になっているというだけではないのですか。

最近の例えばＮＨＫ等の、あるいは新聞等のＲＤＤというか電話による調査は回収できなか

った割合が大きくなってきている。それはおっしゃるような原因でそうなっているのかもし

れませんね。しかし、そのことをちゃんと提示してプレゼンされていますからね。逆にいえ

ば、ここではそういう確立された手法で社会集団を相手にすれば本来起きることが抜けてし

まっているわけです。そういうバイアスがあることを注意しなきゃならないと思います。た

だ、それはまずその道のプロに聞くべきことだと思います。 

  さて、ほかにいいですか。 

  それでは、今日はどうもありがとうございました。 

（伊藤委員）ランダムサンプリングになってないですよね。これでどういう調査をやったかと

いうことは、非常に大事な前提ですよね。その結果だということ踏まえての話。 

（近藤委員長）これを世論調査というのかということがあると思います。あるいはその新種と

いうことなのかもしれません。それで結果の使い方を間違えなければ問題ないのだろうと思

いますが、理解が難しいという感想をもちました。 
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  ありがとうございました。 

  それでは、次、その他議題ですが、何かありますか。 

 

 （３）その他 

 

（土橋参事官）事務局としてはございません。 

（近藤委員長）プレスリリースが３枚。 

（土橋参事官）はい、プレスリリースは三つ資料を用意してございまして、研究開発専門部会

の第５回、分離変換技術検討会の第３回、政策評価部会の２７回のそれぞれ開催要領をお付

けしてございます。 

（近藤委員長）先生方のほう、何か。よろしゅうございますか。 

  それでは、今日はあとは大統領選挙の投票待ちですね。 

  では、次回予定をお伺いして終わりにします。 

（土橋参事官）それでは、次回は第４６回の原子力委員会定例会議でございますが、来週１１

月１１日、同じ時間帯で、場所もここで開催したいと思います。 

  それから、今日は第１火曜日でございますので、この後プレスの方々と定例の懇談会を開

催したいと考えてございますので、よろしくお願いいたします。 

  以上でございます。 

（近藤委員長）ありがとうございました。 

  これで終わってよろしゅうございますか。 

  それでは、終わります。 

  どうもありがとうございました。 

－了－ 


